
肥料

新医薬・受託

自社　新農薬

アンモニア硫酸ポリイミド

ヘテロ環化学

精製技術

既存医薬品

導入農薬農業用資材

石油化学
 高密度ポリエチレン（撤退）

 ポリ塩化ビニル（撤退）

❶ 微粒子制御

界面化学
　　❷ 機能性高分子設計

　 ❺ 光制御
ヘテロ環化学

      ❷ 機能性高分子設計
      ❸ 生物評価

   ❹ 精密有機合成

サンエバー®

ARC®＊1

多層材料（OptiStack®＊2）
EUV

機能性材料
（ディスプレイ・半導体）

シリカゾル
コロイド製品

機能性材料
（無機コロイド）

半導体用
高純度品

化学品

環境化学品
テピック®

化学品
（ファインケミカル）

硝酸、尿素、
イソシアヌル酸

化学品
（基礎化学）

ランデル®＊3、リバ
ロ®＊4 医薬原体・
中間体製造受託

ヘルスケア

タルガ®、パーミット®、ライメイ®、
アルテア®、フルララネル、
グレーシア®、ラウンドアップ®、
クィンテック®、ダイセン®

農業化学品

研究開発  -当社の５つのコア技術- = ５つの基盤技術 ❶ ～ ❺

＊1、2
　ARC®、OptiStack®は、
　Brewer Science, Inc.の登　　
　録商標です。
＊3
　ランデル®は、ゼリア新薬工業　
　株式会社の登録商標です。
＊4
　リバロ®は、興和株式会社の
　登録商標です。
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研究開発
Research and Development

人的資本
Human Capital

　当社は研究開発を成長の源泉としており、化学メーカー

の中でも高水準の売上高研究開発費比率を維持し続けて

います。研究開発に経営資源を傾斜分配することで、技術

の種を生み出し、事業として育てています。社会の状況に

応じて業容を変貌させながら、「精密有機合成」「機能性高

分子設計」「微粒子制御」「生物評価」「光制御」という5つ

の領域のコア技術を育て上げ、分野を超えて融合させ、新

しい技術や事業を生み出すチャレンジを続けてきました。

2022年度に始動した長期経営計画「Atelier2050」では、

5つのコア技術に「微生物制御」と「情報科学」を加え、新

技術を獲得することで、情報通信・ライフサイエンス・環

境エネルギーの3つの成長事業に関する全く新しい技術や

製品を生み出すことに挑戦します。

　今後も社内連携、外部研究機関との協業を進めながら、

研究開発力の強化を図り、お客様にこれがないと機能しな

い、代替が利かないと言っていただける「Must-Have」

製品・サービスの開発を進めてまいります。

常務執行役員  CTO 
企画本部長 

遠藤 秀幸
ENDO Hideyuki

基本方針と特徴●キャリア対話　　　　

　個々の個性を活かし仕事に対するやりがいを育むよう、

年に1回、評価面談とは別に本人と上司によるキャリアプ

ラン構築のための対話を2023年度より開始しました。

　今後は、「キャリア＝会社での仕事経験、異動」として捉

えるのではなく、「キャリア＝その人自身の価値観、あり方

に基づく生涯の経験」と捉えるため、対話の内容は「仕事」

ではなく「人」に焦点を当てた内容としています。

●ワークライフバランスのための各種制度の導入　　　

　当社では、フレックスタイム制度、時間単位年休制度、

年休取得率の向上（実績取得率80％以上目標）、失効年

休を看護や介護に利用できる制度を導入しています。

2023年度からは在宅勤務制

度を恒久制度化しました。ま

た、2023年に「子育てサポー

ト企業」として厚生労働大臣

の認定（くるみん認定）を受け

ました。今回の認定は、2018

年に続き2回目の認定となり

ます。

重要項目5
企業理念への理解・共感を生む風土づくり

　社会課題解決に貢献し、当社が社会とともに成長する

ためには、一人ひとりの従業員が企業理念と「生きがい」

とを重ね合わせ、事業活動の根幹である企業理念への共

感度を高めていくことが課題であると捉えています。そこ

で、個々の従業員が、企業理念・ビジョンの実践に貢献し

ているという実感を伴って働くことができる風土を醸成す

るため、サステナビリティ・IR社内説明会の開催や、社長

自らが毎年各拠点を訪問し、従業員への講話や直接対話

の機会を設けるといった取り組みを進めています。このよ

うな取り組みにより、「企業理念への共感度に関する従業

員意識調査肯定回答者割合」の向上を目指します。

重要項目6
従業員の心身の健康推進

　当社は、従業員の心身の健康を「健全な企業の成長を

支える基盤」と考えており、その健康の維持・増進を目的

にさまざまな施策を実施しています。具体的には、高スト

レス者割合の低下、適正体重者（BMI〈肥満度〉指数が

18.5以上25.0未満）割合の増加などを目指し、定期健康

診断の受診の推進、ストレスチェックの実施、全従業員対

象の健康管理能力向上セミナーの実施などの取り組みを

進めています。

　また、レスポンシブル・ケアマネジメントシステムを通

じて、労働災害の防止、労働者の健康増進、快適な職場環

境の形成に努め、各事業所の安全衛生レベルの向上を図っ

ています。

　これらを含む取り組みの結果、プレゼンティーイズムに

よる生産性損失低減や、「ホワイト500」など、健康経営に

関する総合的、客観的認証取得を継続することを目指し

ます。

●メンタルヘルスケア

　当社は、2015年にストレスチェックを導入しました。

毎年、結果の組織分析とその報告会を各事業所で実施し

ています。報告会には、工場長や研究所長をはじめ、管理

監督者や組合役員など200名以上が参加し、職場環境改

善計画の策定を行っています。

　管理監督者向けには、定期的にラインケア研修を実施

しています。従 業 員向けには、セルフケアのための

e-learningや従業員と家族が利用可能なカウンセリング

サービスを導入しています。

●健康経営優良法人 ―ホワイト500―

　健康保険組合と協働し、健

康基本方針の重点項目である

「生活習慣病」「メンタルヘル

スケア」などを中心に、従業

員の健康づくりのための施策

を実施しています。これらの

取り組みの結果、経済産業省と日本健康会議による「健康

経営優良法人 ―ホワイト500―」に8年連続で認定されて

います。

 Web  
「ダイバーシティの推進」

https://www.nissanchem.co.jp/csr_info/communication/employee/respect.html

「働きやすい職場づくり」
https://www.nissanchem.co.jp/csr_info/communication/employee/dialogue.html

 Web  
「従業員の健康維持向上」

https://www.nissanchem.co.jp/csr_info/communication/employee/workplace.html

微生物制御

　土壌・腸内・皮膚などのマイクロバイオームを制御する

ことで、農薬、ヘルスケア、環境など、幅広い事業領域へ

の拡充を企図しています。微生物農薬に加えて医療材料、

バイオスティミュラントなどを事業化することで、多様な

社会課題への貢献を目指します。

新しいコア技術
情報科学

　「シミュレーションとデータサイエンスで新たな価値創

造を牽引する技術」という位置づけです。全社的なDX、

研究部門におけるMI（マテリアルズ・インフォマティクス）

を推進し、すべての事業領域の価値創造の源泉として、技

術の確立を図ります。
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研究開発
Research and Development

　2024年 4月までの約5年間、無機
材料研究部と無機コロイド営業部を
兼務しO&G分野の開発に取り組んで
きました。開発初期はO&Gの知見が
乏しく顧客と深い議論ができません
でしたが、チーム一丸で取り組み遮水
剤やEOR(石油増進回収)薬液は国内
外油田の試験まで開発を進めること
ができました。また、世界的な脱炭素
化の加速に合わせて新規CCSテーマ
も立ち上げ、環境配慮型の開発も推

進しています。兼務時代は、新規顧客
開拓、課題抽出、開発方針の策定、材
料開発、学会発表・展示会による材料
紹介、原料調達、スケールアップ製造、
デリバリーなど開発全体に関わり貴
重な経験を積むことができました。特
に顧客との関係構築は重要で、キーマ
ンとの対話や提供いただけた情報に
より開発が大きく進展する場面があ
りました。4月からO&G・研磨の研究
を担当していますが、顧客との密な連

携を維持しながらO&G 分野の実需
化、研磨用途実需拡大を目指します。

　当社は、機能性材料とライフサイエンスの分野を中心に

多くの研究開発テーマを検討しており、全テーマを対象に

進捗状況と目標との差を管理しています。この管理は6カ

月ごとに実施し、技術進捗状況、今後6カ月の技術到達目

標、製品化へのスケジュール、知財情報、投入人員状況な

ど、技術軸を主に多くの切り口で研究開発進捗を評価し、

報告の場を設けています。報告会には研究所長と各研究

分野の研究統括役員が参加し、遅れのある研究開発テー

マについては、その背景や挽回策を議論しています。テー

マ中断の議論が必要な際には、挽回策の有無、市場状況

変化、各テーマ分野のビジネスモデルを含めて判断します。

　一方、新たに始める研究開発テーマの共有の場にもなっ

ており、新規開始テーマを各研究部門が認識し合い、研究

を前進させるための有効な意見交換ができています。

　情報科学を新たなコア技術とする一環として、研究員

のデータサイエンスリテラシーの向上を狙い、e-learning

をはじめとした学習機会を、研究部門全体で2023年度

より設けました。多くの企業で注力している分野ですが、

当社の取り組みの特長は、全体学習と同時に定期的なア

セスメントを実施し、研究員のデータサイエンスに対する

習熟度や能力を数字として可視化している点です。人材

育成は効果評価が難しい場合がありますが、アセスメント

の導入により、そのリスク回避はできたと自己評価してい

ます。

　アセスメントは、デジタルスキル（データサイエンスや

デジタルマーケティング、ソフトウェアエンジニアリング

などのスキル）と、イノベーティブスキル（質問力や発見

力、関連付ける力、ネットワーク力など）の2軸で行い、レ

ベル上位者を中心に2024年度より第2期を開始しました。

第２期では、参加者が担当する研究テーマで必要としてい

るデジタルスキルにフォーカスし、毎日の研究活動に確実

に適用すべく、個別化プログラムに取り組んでいます。

研究開発のテーマ管理 研究開発費研究員のデータサイエンスリテラシー向上
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全体学習のアセスメント結果

- 質問力
- 発見力
- 関連付ける力
- ネットワーク力

- データサイエンス
- デジタルマーケティング
- ソフトウェア
             エンジニアリング

イノベーティブスキル

デジタルスキル
- 

このレベルの研究員を
中心に個別学習で

さらなるレベル向上へ

　当社グループは研究開発を成長の源泉と捉え、経営資

源を集中的に投下しています。

　直近5年間累計の研究開発費は838億円であり、機能

研 究 者 の 声

データサイエンスを駆使した
創薬研究の最前線

物質科学研究所
医薬研究部

齊藤 憲子

　当研究部では、『インフォマティク
ス・AIを駆使した活性・毒性予測によ
る探索研究の効率化』や、『予測モデ
ル構築・AI活用に必要な社内創薬研
究データベースの整備』を行ってきま
した。2023年度からは、『核酸分子シ
ミュレーション技術習得』、核酸・ペ
プチドを含む多様なモダリティや農薬
分野へ展開した『ライフサイエンス分
野の研究データベース整備』、『スー
パーコンピューター富岳の活用』など

にも取り組んでいます。合成実験に
たけた研究者がデータサイエンスに取
り組み、自らコーディングや手法開発
を行うデジタルリテラシーを兼ね備え
ることで、創薬研究にデータサイエン
ス手法を迅速に適用し、自身で手法
改善できるようになってきています。
　今後は、非コア業務の効率化・コン
ピューター環境の整備・ロボット導入
による一層の自動化に取り組み、「精
密有機合成」「機能性高分子設計」な

どの既存コア技術を最大化し、市場に
求められる製品を提供したいと考え
ています。

オイル&ガス（O&G）開発の
研究・営業兼務で培えたこと

材料科学研究所
無機材料研究部

村上 智

性材料と、農業化学品とヘルスケアを合わせたライフサイ

エンスの研究開発費がそれぞれ約40%を占めています。

また、総合職の約40%が研究員として勤務しています。
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Intellectual Property

知的財産

　当社の知財活動は1997年に策定した「工業所有権管理

方針」に基づいて実施しており、「遅滞ない知財権利化」、

「適切な知財活用」と「知財リスクマネジメント」の3つを

柱としています。さらに近年では、「知財情報および非知

財情報の高度活用（IPランドスケープ）の推進」と「知財

契約・渉外支援」も重要な活動となっており、「研究開発

や製品・事業開発の良きナビゲーター」として、知的財産

部がこれらの活動を主導しています。

　当社知財活動の最大の特徴は、「事業部門や研究開発部

門と知的財産部がシームレスであること」です。これは新

入社員の7割、総合職の4割が研究職という、当社の研究

開発重視の姿勢により実現されています。知的財産部に

限らず、本社の事業部門や企画部門にも研究職経験者が

多く配置されており、研究と知財の双方に精通した要員

が多いため、特許性や他社権利対策などが活発に議論さ

れています。また、各部署に知財リエゾンを設置し、知的

財産部と連携して知財活動に取り組んでいます。

　当社に特徴的な活動として、本社の事業部門や企画部

門、すべての研究所や工場で開催している「知的財産会議」

が挙げられます。同会議により、知財戦略に加え知的財産

に関する社内外の課題を共有することで、全社的な知財

リテラシーの向上と知財マインドの醸成・底上げを進めて

います。

　これら知財活動をより加速するために、知的財産の戦略

的活用の推進、および知財業務に関する業務間連携のさら

なる強化と統合的管理を目的に、2024年4月に知的財産

部の体制を刷新し、情報戦略室と知財開発室を新設しま

した。

　このように当社は、事業部門、研究開発部門と知的財産

部による、三位一体のシームレスな知財活動を実現してお

り、会社総体として高い知財リテラシーを有しています。

シームレスな知財活動

　シームレスな知財活動の具体例の一つとして、事業部

門や研究開発部門の中核メンバーが参加する「パテント

会議」が挙げられます。当社では、パテント会議において、

事業・研究開発・知財の各戦略を総合的に議論し、各方針

に反映させることで、早さと競争力を創出しています。

基本方針と特徴

知財活動事例

光IPS式液晶配向材の特許網構築

2022年 2023年

当社 化学同業
30社平均 当社 化学同業

30社平均

国外特許保有
割合
（%）

69.8（1） 50.1 69.4（1） 49.2

特許保有数／
売上高

（件/億円）
2.7（2） 1.1 2.7（1） 1.0

特許保有数／
研究開発費*2
（件/億円）

35.1（5）
59.7 26.9 36.3（4）

59.7 26.2

＊1  カッコ内の数字は化学同業30社中の当社の順位
＊2  下段は機能性材料分野のみで算出した値

当社の国外特許保有割合と特許保有数の化学同業30社比較＊1
（商用データベース使用）

光IPS式液晶配向材関連の有効特許群における
他者被引用数の推移
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　研究開発とその成果である知的財産は、当社グループにとって「事業の根幹」であり、「成長の源泉」である
と考えています。 「訴訟で勝てる」知財戦略を実行しています。当社は、多

くの国での係争経験を有しており、必要な場合は、訴訟に

より直接的な他社排除を行います。

積極的な特許権利化

　特許保有数の推移(P12)にみられるように、当社は国

内外において積極的な特許の権利化を進めています。

　当社の国外特許保有割合（［国外特許保有数／総特許保

有数×100］%）は約70%であり、化学同業30社で比較

して１位となります。これは当社が国内外において安心し

て事業を行うための特許出願戦略を推進した結果です。

　また、同様に化学同業30社で比較して、売上高に対す

る特許保有数は１位となり、研究開発費に対する特許保

有数は4位となります。研究開発費に対して特許保有数

が少なくなる農業化学品・医薬品分野を除いた機能性材

料分野の特許保有数は、対研究開発費比較において化学

　そのためには事業・研究開発部門関係者が知財情報に

素早くアクセスできる必要があり、その基盤整備も知的財

産部が担っています。一例として、特許検索ツールを全社

的に利用することができる環境を整備し、それを活用する

ための教育研修を定期的に開催しています。また、仮説検

証型研修（昇格前研修、P32）においては、各々が必要な

知財情報を収集するためのスキルの指導や知財解析・分

析およびIPランドスケープによる情報提供を知的財産部

が行い、知財マインドのさらなる向上を支援しています。

　研究開発の成果として特許出願を推進する一方、出願

後に判断されるさまざまな手続き（外国出願、PCT各国

移行、審査請求等）は、事業部門、研究開発部門と知的財

産部の三者による協議により、事業の状況に照らし合わ

せて必要性を判断し、適切に権利化を行っています。一方、

登録特許については定期的に「棚卸し」を実施しています。

実施中の事業に直接関係する特許だけでなく、競合他社

に対する参入障壁を構成する特許についてもその効果を

精査し、登録の維持または放棄を判断しています。このよ

うに適切な知財管理を行い、事業拡大に貢献することが

できる価値のある特許網を構築しています。

　分野ごとの知財活動の特徴として、機能性材料分野で

は高い市場シェアの獲得のために、他社に先行して戦略

的に特許網を構築することを推進しています。

　一方、農業化学品・医薬品分野では、「グローバル」で

同業30社平均に対して約２倍となります。

　液晶パネルに用いられる光IPS方式の液晶配向材に

おいて、現在当社は全世界で95%以上の高いシェアを

有しています。液晶パネルの製造技術がラビングIPS方

式から光IPS方式に切り替わりつつある2010年ごろに、

当社は競合他社に先行して高機能な光IPS式液晶配向

材を見いだし、多くの特許出願を集中的に行いました。

その結果、極めて高い事業優位性を確保することに成

功しました。

　具体的には、知的財産部が主導するパテント会議に

おいて事業戦略に基づく特許出願戦略を、事業部門、研

究開発部門と知的財産部とで綿密に協議したうえで立

案し、短期間で多くの出願を達成しました。さらに、研

究開発部門と協力して競合他社に対する参入障壁の構

築を目的とした研究計画に基づき、研究および特許出

願を行うことで、強固な特許網を構築することができま

した。

　そのためグラフのように、光IPS式液晶配向材関連の

有効特許群における他者被引用数の総数は2010年以

降2016年まで急激に増えていることから、当該分野の

競合他社からの特許出願が増加しつつも、それらの審査

過程において当社の特許網が高い牽制・排他効果を示

したことがわかります。一方、2017年以降の他者被引

用数の総数が減少している傾向については、事業が

2017年以降も継続して優位性を示していることを鑑み

ると、競合他社が当社の特許網を回避して材料開発を

行っている結果の表れであると推測しています。

　近年では、改良発明および周辺発明の特許出願や知

財リスクの解消など、継続した知財活動を行うことで、

現在の液晶配向材事業を支えています。

遅滞ない知財権利化
適切な知財活用

知財リスクマネジメント
IPランドスケープの推進
契約・渉外支援

知的財産部

事業部門 研究開発部門
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